
◎放送法及び電波法の一部を改正する法律 
（令和五年六月二日法律第四〇号）   

一、 提案理由（令和五年四月二七日・衆議院総務委員会） 

○松本国務大臣 放送法及び電波法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理

由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 基幹放送事業者は、これまで、公共放送と民間放送との二元体制の下で、国民生活及

び経済活動に欠かせない情報の基盤として、地域情報や災害情報等を住民に届ける重要

な役割を果たし、健全な民主主義の発達に貢献してまいりました。放送を取り巻く環境

が大きく変化する中においても、基幹放送事業者が各地域においてその重要な役割を引

き続き果たすことができるよう、複数の地上基幹放送事業者による中継局の共同利用、

複数の放送対象地域における放送番組の同一化等の柔軟な事業運営を可能とする必要が

あります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、複数の地上基幹放送事業者が中継局を共同で利用するための規定の整備とし

て、現在の地上基幹放送事業者が、総務大臣による確認を受けた上で、他者の中継局を

用いて地上基幹放送を行うことを可能とすることとしております。また、日本放送協会

については、その子会社が中継局を保有することを条件として、中継局を共同で利用し

地上基幹放送を行うことを可能とすることとしております。 

 第二に、基幹放送の安定性が確保されるための規定の整備として、基幹放送事業者に

対し、委託等の外部利用先も含め、放送設備の運用のための業務管理体制について基準

適合維持義務を課し、その履行を担保するための監督規定等を設けることとしておりま

す。 

 第三に、複数の放送対象地域における放送番組の同一化を可能とするための規定の整

備として、異なる放送対象地域の基幹放送事業者が、地域性確保のための措置を講ずる

等の一定の条件の下で、同一の放送番組の放送を同時に行うことができることとする認

定制度を設けることとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して一年を超えない範囲内

において政令で定める日から施行することとしております。 

 以上が、法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（令和五年五月一八日） 

○浮島智子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、近年の放送を取り巻く環境の変化を踏まえ、国内基幹放送事業者が事業運営

の効率化を図りつつ放送の社会的役割を果たしていくことを将来にわたって確保するた



め、複数の放送対象地域の国内基幹放送事業者が一定の条件の下で同一の放送番組の放

送を同時に行うための制度を整備するとともに、一の放送対象地域において複数の特定

地上基幹放送事業者が中継局の設備を共同で利用することを可能とする等の措置を講じ

ようとするものであります。 

 本案は、去る四月二十六日本委員会に付託され、翌二十七日松本総務大臣から趣旨の

説明を聴取し、五月十六日、質疑を行い、これを終局しました。次いで、討論を行い、

採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月一六日） 

政府及び日本放送協会は、本法の施行に当たり、次の各項の実施に努めるべきである。 

一 政府は、基幹放送事業者が本法による特定放送番組同一化を行う場合における地域

性確保措置については、それぞれの放送対象地域における放送番組に対する固有の需

要を引き続き満たせるよう、有効な当該措置となり得る典型例を示すなどの取組を行

うとともに、当該措置の実効性が確保されるよう、必要な措置を講ずること。 

二 協会は、基幹放送局提供子会社の設立や当該子会社が提供する中継局設備の民間放

送事業者との共同利用が、受信料を基にして行われることに鑑み、協会の資産を適切

に使用するよう留意するとともに、広く国民・視聴者の理解を得られるようにするこ

と。また、中継局設備の保守運用に係るコストが民間放送事業者よりも高いとの指摘

もあることから、その要因を分析し不断に見直すとともに、共同利用を行う民間放送

事業者の過度の負担とならないようにすること。 

三 政府は、特定放送番組同一化及び中継局設備の共同利用が柔軟な事業運営を可能と

するためのものであることを踏まえ、基幹放送事業者が利用しやすいものとなるよう、

その要件・手続等の明確化・透明化を図ること。 

四 政府は、令和五年三月の省令改正によるマスメディア集中排除原則の緩和後におい

ても、基幹放送事業者によるそれぞれの放送対象地域における放送番組の多様性が確

保されるよう、不断の検討を行うとともに、必要な措置を講ずること。 

五 政府は、協会及び各地の民間放送事業者が行ってきた放送が、災害情報や地域情報

等の発信等において重要な社会的役割を果たしてきたこと、また、通信と放送の融合

が一層進展していることに鑑み、引き続き視聴者へ良質なコンテンツを提供するなど

放送の持続的な維持・発展を可能とするため、地方ローカル局の経営合理化など、そ

の将来的な経営の在り方を含めた放送の今後の在り方について不断の検討を行うとと

もに、必要な措置を講ずること。 

六 政府は、デジタル社会を支え、国民生活に必要不可欠な放送・情報通信インフラの

整備の推進、維持管理の確保に万全を期すこと。 



三、参議院総務委員長報告（令和五年五月二六日） 

○河野義博君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、近年の放送を取り巻く環境の変化を踏まえ、基幹放送事業者が事業運営

の効率化を図りつつ放送の社会的役割を果たしていくことを将来にわたって確保するた

め、複数の地上基幹放送事業者による中継局の共同利用、複数の放送対象地域における

放送番組の同一化等の柔軟な事業運営を可能とする措置を講じようとするものでありま

す。 

 委員会におきましては、ローカル局の経営状況と役割、放送番組同一化における地域

性の確保、中継局の共同利用の在り方、放送法第四条と憲法第二十一条との整合性など

について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して伊藤岳委員より反対

する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月二五日） 

政府及び日本放送協会は、本法の施行に当たり、次の事項についてその実現に努める

べきである。 

一、政府は、基幹放送事業者が特定放送番組同一化を行う場合における地域性確保措置

については、事業者の自主自律により、それぞれの放送対象地域における放送番組に

対する固有の需要を引き続き満たせるよう、地方自治体等の幅広い関係者の意見を聴

取しつつ、当該措置の実効性の確保に向けて、必要な措置を講ずること。 

二、協会は、基幹放送局提供子会社の設立や当該子会社が提供する中継局設備の民間放

送事業者との共同利用が、受信料を基にして行われることに鑑み、協会の資産を適切

に使用するよう留意するとともに、広く国民・視聴者の理解を得られるよう説明責任

を果たすこと。また、中継局設備の保守運用に係るコストが民間放送事業者よりも高

いとの指摘もあることから、その要因を分析し不断に見直すとともに、共同利用を行

う民間放送事業者の過度の負担とならないようにすること。 

三、政府は、特定放送番組同一化及び中継局設備の共同利用が基幹放送事業者の柔軟な

事業運営を可能とするためのものであることを踏まえ、事業者が利用しやすいものと

なるよう、その要件・手続等の明確化・透明化を図ること。 

四、政府は、今後想定されるマスター設備のＩＰ化・クラウド化等の進展に当たって、

基幹放送事業者の責任により安定的な放送を確保できるよう、安全性・信頼性対策に

ついて引き続き検討を行い、必要な環境整備に取り組むこと。 



五、政府は、マスメディア集中排除原則が放送の多元性、多様性、地域性の確保に大き

な役割を果たしてきたことに鑑み、令和五年三月の省令改正による同原則の例外の拡

大後においても、基幹放送事業者によるそれぞれの放送対象地域における放送番組の

多様性等が確保されるよう、不断の検討を行うとともに、必要な措置を講ずること。 

六、政府は、協会及び各地の民間放送事業者が行ってきた放送が、災害情報や地域情報

等の発信等において重要な社会的役割を果たしてきたこと、また、放送と通信の融合

が一層進展していることに鑑み、引き続き視聴者へ良質なコンテンツを提供するなど

放送の持続的な維持・発展を可能とするため、ローカル局の経営合理化など、その将

来的な経営の在り方を含めた放送の今後の在り方について不断の検討を行うとともに、

必要な措置を講ずること。 

七、政府は、デジタル社会を支え、国民生活に必要不可欠な放送・情報通信インフラの

整備の推進、維持管理の確保に万全を期すこと。 

  右決議する。 

  

 


